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論点たたき台（改訂版） 

令和３年５月１８日 

 

１ 違法性及び差止請求の判断基準や判断の在り方について 

⑴  前提となると考えられる論点 

ア 不法行為と差止請求権との要件の異同 

イ 人格的利益に基づく差止請求権の成否 

ウ 最決平成２９年１月３１日民集７１巻１号６３頁の射程 

(ｱ) 「明らか」要件の解釈 

(ｲ) 本案訴訟に射程が及ぶか 

(ｳ) 検索事業者の提供する検索結果以外の情報の削除に射程が及ぶか 

(ｴ) その他1 

⑵  違法性及び差止請求の判断基準ないし判断方法 

被侵害利益ごとに，①不法行為，②仮処分における差止請求権，③本案訴

訟における差止請求権の各場面を想定して，御議論いただくことが考えら

れる。 

ア 名誉毀損2 

イ プライバシー 

ウ 名誉感情3 

エ 肖像権 

オ 氏名権 

(ｱ) 氏名を冒用されない権利 

(ｲ) 氏名を正確に呼称・表記される利益 

(ｳ) その他 

カ その他の人格権又は人格的利益4 

  

 
1 被侵害利益ごとの検討は，⑵以下で行う。また，「検索結果に人格権侵害となる情報がある

が，収集元ウェブページには人格権侵害となる情報がない場合に射程が及ぶか」といった論点

もあり得る。 
2 意見ないし論評の表明による名誉毀損の事例において，その基礎となる事実が黙示的にも表

示されていない場合の違法性の考え方については，４で御議論いただくことが考えられる。 
3 法人の名誉感情侵害があり得るかも論点となり得る。 

4 いわゆる「アイデンティティ権」や，「氏名及び出自・国籍を第三者に正しく認識してもら

う人格的利益」（仙台地判平成３０年７月９日）などが考えられる。 
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⑶ 表現の内容や態様が特に問題となる場合の考え方5 

ア プライバシー 

(ｱ) 前科等に関する事案 

(ｲ) 公共性のない事実の公表が問題となる事案 

イ 肖像権 

(ｱ) 自らインターネット上に投稿した肖像等の画像等の無断転載 

(ｲ) 被撮影者の同定の要否と程度 

(ｳ) スポーツ選手に対する盗撮，撮影した写真や動画の投稿等 

 

２ ＳＮＳ等における「なりすまし」 

⑴ なりすまし行為自体の違法性の有無及び差止請求の可否6 

⑵ なりすまし行為自体が違法といえない場合の法律構成 

ア 名誉毀損 

(ｱ) なりすまされていること（本人による投稿ではないこと）が明らか 

な場合の社会的評価の低下の有無 

(ｲ) なりすまされていることが明らかではない場合（本人による投稿で

あると認識される場合）の社会的評価の低下の有無 

イ プライバシー 

ウ 肖像権 

エ 氏名権 

⑶ なりすまし行為自体が違法といえない場合のアカウント自体の削除7 

 

３ インターネット上の表現行為の特徴に関する法的諸問題 

⑴ 被害者の同定や摘示された事実の認定に関し，どの範囲の情報を考慮  

することができるか8 

 

5 ここで掲げたもののほか，論点２のいわゆる「なりすまし」行為，論点４の個別には違法性

を肯定し難い大量の投稿，論点５のヘイトスピーチ，論点６の識別情報の摘示（特定の地域を

同和地区であると指摘する情報）も，表現内容や態様に着目した項目である。 
6 いわゆる「アイデンティティ権」による救済の可否と捉えることが可能である。 

7 これに関連して，ブログ記事等における情報量の多い１つの投稿の一部にのみ権利を侵害

する記載がある場合の削除の範囲や，電子掲示板においてスレッド自体を削除することの可否

を検討することも考えられる。 
8 ①スレッドやウェブページのタイトル，②同一のスレッド又はウェブページ内の前後の投稿，

③関連する別のスレッド又は同一のウェブサイト内の他の投稿，④特定のＳＮＳアカウントの

タイムライン上の前後の投稿，⑤ＳＮＳにおける同一ツリー内の他の投稿，⑥同一のハッシュ
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⑵ まとめサイトをめぐる諸問題 

ア 原投稿をそのまま転載している場合／編集・加工等している場合 

イ まとめサイトのコメント欄にされた投稿 

⑶ リツイート等による権利侵害 

リツイート（Twitter），いいね（Twitter，Facebook） 

⑷ リンクの設定による権利侵害 

リンク先の情報にのみ権利を侵害する情報がある場合等 

⑸ 基礎となる事実が明示されていない意見ないし論評の表明9 

⑹ ハンドルネームに対する権利侵害10 

 

４ 個別には違法性を肯定し難い大量の投稿 

⑴ 特定の者が大量に投稿している場合 

名誉感情侵害及び削除に係る差止請求権の判断基準並びに削除の範囲 

⑵ 複数の者により全体として大量に誹謗中傷の投稿がされた場合 

名誉感情侵害及び削除に係る差止請求権の判断基準並びに削除の範囲 

⑶ 名誉感情侵害も肯定できない場合の対処の在り方 

 

５ 集団に対するヘイトスピーチ 

⑴ 表現行為と被侵害利益 

 危害の扇動，差別の助長，憎悪の増進，集団的誹謗，選挙運動として行わ

れるヘイトスピーチなど11 

⑵ 集団等に向けられたヘイトスピーチ 

権利侵害及び削除に係る差止請求権の判断基準ないし判断方法 

⑶ 特定個人の権利・利益を侵害するとはいえない場合の対処の在り方 

  

 

タグが付された他の投稿，⑦リンク先の記事，⑧検索エンジンで検索することにより表示され

る情報など。 
9 口コミサイト等を中心によく見られる類型の投稿である。判例の違法性阻却事由は，基礎と

なる事実の真実性を要件としているため，基礎となる事実が黙示的にも摘示されていない場合

の判断の方向性について，御議論いただくことが考えられる。 
10 芸名などと異なり，ハンドルネームを通じた社会活動をしていない場合には，権利侵害が

認められない傾向にあるように思われる。 
11 これらのほかに，特定人について「在日である」などと出自を指摘する表現行為も問題と

なり得る。 
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６ 識別情報の摘示（特定の地域を同和地区であると指摘する情報） 

⑴ 特定の個人が同和地区出身であると示す情報 

権利侵害及び削除に係る差止請求権の判断基準ないし判断方法 

⑵ 特定の地域を同和地区であると示す情報 

権利侵害及び削除に係る差止請求権の判断基準ないし判断方法 

⑶ 特定個人の権利・利益を侵害するとはいえない場合の対処の在り方 

 

７ その他 

⑴ ハード・ローとソフト・ローの役割分担について 

ア 約款等による自主的な対応の利点と注意点 

イ 約款等により自主的に対応すべき具体的な表現類型 

ウ 違法性の判断基準を示すガイドラインの充実 

⑵ 書き込みを削除しないプロバイダ等の責任について 

ア プロバイダ責任制限法が適用されるプロバイダ等の損害賠償責任の判

断基準 

イ 検索事業者の損害賠償責任の判断基準（検索事業者の提供する検索結

果が対象になる場合，損害賠償にも「明らか」要件が適用されるのか等） 

⑶ 行政機関によるインターネット上の表現行為に対するモニタリング  

ア モニタリングの必要性・有用性の有無 

イ 行政機関がこれを実施するとした場合に踏まえるべき条件等 

⑷ ＳＬＡＰＰ訴訟への対応等 

5



ヘイトスピーチに関する裁判例 

  

本資料は，「令和３年度ヘイトスピーチ対策専門部会」の開催に当たり，「本邦

外出身者に対する不当な差別的言動の解消の向けた取組の推進に関する法律」

第２条の「本邦外出身者に対する不当な差別的言動」に関する判断をした裁判例

を紹介するものである。 

 

１ 大阪高判平成３０年６月２８日（原審：大阪地判平成２９年１１月１６日） 

この裁判例は，在日朝鮮人のフリーライターである原告（被控訴人）が，被

告（控訴人）がインターネット上に投稿したいわゆるまとめサイト（保守速報）

の複数のブログ記事が，原告（被控訴人）に対する名誉毀損，侮辱などに当た

るとして，被告（控訴人）に対し，損害賠償を求めた事案である。 

 上記ブログ記事は，インターネット上の電子掲示板のスレッドや，原告（被

控訴人）のＳＮＳ上の投稿やそれ対する返信の投稿の中から一部の投稿を引

用し，順番を並べ替え，文字を拡大，色づけするなどの加工をして編集し，掲

載したものであった。 

 原審の大阪地裁は，一部のブログ記事の表題や引用された投稿に，原告と

「トンスル」又は「火病」という言葉を結び付ける趣旨の記載があり，これら

の言葉の意味及びその用いられ方に照らすと，在日朝鮮人であることを理由

に原告を著しく侮辱するものであること，一部のブログ記事は，原告が通名を

使用していることを示唆した上で，原告が在日朝鮮人であるがゆえに通名を

使用していることなどを揶揄するものであって，在日朝鮮人であることを理

由に原告を著しく侮辱するものであること，一部のブログ記事に引用されて

いる投稿は，「Ｘのようなカスを日本に住まわせる義理があるのか？日本から

たたき出せ」といった攻撃的な表現を用いるなどして，原告に日本を去って韓

国又は北朝鮮に帰れなどと求めるものであって，在日朝鮮人であることを理

由に原告を日本の地域社会から排除することを扇動するものであるとし，こ

れらのブログ記事は，ヘイトスピーチ解消法第２条等に反する人種差別に当

たる内容を含むものとした。 

 大阪高裁は，原審のこの判断を引用した上で，被告（控訴人）が，ブログ記

事に引用された投稿は在日外国人制度等に関する議論や一定の者に日本を出

て行くことを提案するにとどまるものであり，その他の投稿等も差別表現に

は当たらないと主張したのに対し，「上記返答ツイート等は，〈１〉「日本は怖

い国ですね。早く自分の国に帰りましょうね。」，〈２〉「違法移民なんだよね，

居座ってるだけで」「一時的に死なないように慰留認めてるだけなんだから」

「帰ってくれ」及び〈３〉「日本が嫌いなら出て行けばいいだけの話。」という

ものである。これらが何らかの議論であるなどとはいえず，単に日本からの出

国を提案する内容でもない。これらは，在日朝鮮人であることを理由に被控訴

人に日本から出て行くよう求めているものというべきである。」「控訴人の主

張に挙げられたその他のレスや返答ツイートも，(6)３０，(19)３４２及び(33)

９６等で典型的なとおり，攻撃的な表現等を用いて被控訴人に対し韓国又は
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北朝鮮に帰れなどと求めるものである。」「したがって，上記レス等が記載され

ているブログ記事は，被控訴人に対する人種差別に当たるというべきである。

なお，控訴人は，本件各ブログ記事が差別的言動解消法２条にいう不当な差別

的言動に当たらないようにも主張するが，控訴人の主張に理由がないことは，

本件各ブログ記事自体から明らかである。」と判示した。 

大阪高裁は，ブログ記事が名誉毀損や侮辱等に当たるかどうかについては，

まとめサイトのブログ記事は，各ブログ記事ごとに一体のものとして評価さ

れるべきであり，ブログ記事内に引用されている各投稿について個別に名誉

毀損や侮辱等に当たるかどうかを判断するものではなく，このような投稿を

含むまとめサイトのブログ記事が名誉毀損や侮辱等に当たるかどうかを判断

するものであるとしている。そのため，大阪高裁は，判決文上に示された「早

く自分の国に帰りましょうね。」，「帰ってくれ」，「出ていけ」といった記載に

重きを置いていたとしても，それ自体で「不当な差別的言動」に当たると判断

したものではなく，このような投稿を含む記事を全体として評価すると，「不

当な差別的言動」に当たると判断したものと考えられる。 

 

２ 東京地判令和元年１０月４日 

この裁判例は，民族学級の常勤講師である原告が，インターネット上のウェ

ブサイト上に投稿された「［拡散］Ｄ小学校◆日本の公立学校で朝鮮学校への

配慮と朝鮮人在校生の民族教育と誇りのための交流会？」と題する記事が原

告の名誉を毀損するものであり，また，ヘイトスピーチであって，原告の人格

権を侵害するとして，プロバイダ責任制限法に基づき発信者情報の開示を求

めた事案である。 

東京地裁は，上記記事が原告の権利を侵害することが明白であるかどうか

について，「本件記事には，『Ｄ小学校には民族学級ってのがあるの？』『この

人の発案が通ったんですねｗ（何故？）』との記載があり，その下に原告の氏

名が「民族学級」との肩書とともに記載されていること，さらに，同記載に続

いて「〓検索してみたら出てきた。」，『〓案の定，朝鮮人である私は被害者！

ｗがベースにある朝鮮人だった。』，『あなたたちは強制的に日本での暮らしを

強いられているわけではないので，さっさと半島へお帰りください。』と記載

され，その下に原告の写真（本件写真）が掲載されるとともに，原告の経歴等

が記載されていることが認められるところ，これら文脈からすれば，『さっさ

と半島へお帰りください。』との記載は，原告に向けられたものと読み取るの

が相当である。」「そして，本件記事全体をみても，原告が本邦から退去しなけ

ればならない合理的な理由は何ら示されていないことは明らかである。そう

すると，『さっさと半島へお帰りください。』との記載を含む本件記事は，朝鮮

半島出身者又はその子孫である在日韓国，朝鮮人に対する差別的意識を助長

する目的で，朝鮮半島出身であることを理由として，原告を地域社会から排除

することを扇動する不当な差別的言動（差別的言動解消法２条参照）であり，

本件投稿は，社会通念上許される限度を超えて，原告の人格権を侵害する違法

な行為であって，もとより違法性阻却事由を窺わせる事情も存在しない。」と
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判示した。 

この判決も，記事内の「あなたたちは強制的に日本での暮らしを強いられて

いるわけではないので，さっさと半島へお帰りください。」との記載に重きを

置いていたとしても，記載それ自体で「不当な差別的言動」に当たるという判

断をしたものではなく，このような記載を含む記事を全体として評価した場

合に，当該記事が「不当な差別的言動」に当たると判断したものと考えられる。 

 

３ 大阪地判堺支部令和２年７月２日 

この裁判例は，韓国籍を有する原告が，自身の勤務する会社において，同社

の代表取締役が韓国人等を誹謗中傷する旨の人種差別や民族差別を内容とす

る政治的見解が記載された文書を従業員に配布するなどしたことが原告の人

格権を侵害するものであるなどと主張して，同社及び同代表取締役に対し，損

害賠償を求めた事案である。 

大阪地裁堺支部は，上記文書の配付行為は，ヘイトスピーチ解消法が定める

差別的言動であり，原告の権利又は法益を侵害する違法なものであると原告

が主張したのに対し，「差別的言動解消法は，専ら本邦の域外にある国若しく

は地域の出身である者又はその子孫であって適法に居住するもの（以下「本邦

外出身者」という。）に対する差別的意識を助長し又は誘発する目的で公然と

その生命，身体，自由，名誉若しくは財産に危害を加える旨を告知し又は本邦

外出身者を著しく侮蔑するなど，本邦の域外にある国又は地域の出身である

ことを理由として，本邦外出身者を地域社会から排除することを煽動する不

当な差別的言動を，「本邦外出身者に対する不当な差別的言動」として定義し

た上で（２条），国及び地方公共団体による基本的施策として相談体制の整備，

教育の充実等及び啓発活動等に取り組むことなどを定めるものの（３条から

７条），本邦外出身者に対する不当な差別的言動を禁止する規定や，当該差別

的言動に該当する場合の法律上の効果についての規定がない。」「そうすると，」

「差別的言動解消法が定める差別的言動に該当することを理由とする民事上

の損害賠償請求は，」「同法を直接の根拠とすることはできず，民法７０９条等

の個別の規定の解釈適用を通じて，当該表現の内容が個人の権利又は法律上

保護された利益を侵害すると認められることが必要と解される。」とした。 

その上で，「本件文書〈１〉は，被告Ｙ以外の者が著述した公刊物やインタ

ーネット上で配信された記事等，そして，それに対する従業員の感想文等から

構成されているものであり，その内容は，中韓北朝鮮の国家や政府関係者を強

く批判したり，在日を含む中韓北朝鮮の国籍や民族的出自を有する者に対し

て激しい人格攻撃の文言を用いて侮辱したり，Ｉなどに対して「反日」「売国

奴」などの文言で同様に侮辱したり，我が国の国籍や民族的出自を有する者を

賛美して中韓北朝鮮に対する優越性を述べたりするなどの政治的な意見や論

評の表明を主とするものではあるものの，韓国籍を有する原告を具体的に念

頭において記述されたものではないことは明らかであり，本件文書〈１〉が配

布された被告会社の従業員の普通の注意と読み方を基準としても，原告個人

をも侮蔑し，被告会社において疎外することを内容とするものと読み取るこ
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とはできない。また，被告Ｙが述べる」当該文書の配布の趣旨・目的や，その

配布態様からしても，その配布行為が「原告個人を対象とする行為とは認めら

れず，その結果についても，原告が本件文書〈１〉を閲読しなかったことによ

り被告らから何らかの不利益を受けたことがなく，」当該文書の配布により

「被告らや他の従業員から在日韓国人であることを理由とする差別的な言動

を受けたこともなかったのである。」「そうすると，」当該文書の配布は，「その

内容，趣旨・目的，態様に照らして，原告個人に向けられた差別的言動と認め

ることはできず，他にこれを認めるに足りる証拠もない。」「したがって，本件

文書〈１〉の中に，仮に」「差別的言動解消法等が定める人種差別や民族差別

を内容とする差別的言動若しくは人種差別や民族差別を助長する表現と評価

することができる表現が含まれているとしても，それを配布した行為をもっ

て，直ちに原告に対する差別的言動として違法であると評価することはでき

ないというべきである。」と判示した。 

本判決は，韓国人等を誹謗中傷する旨の人種差別や民族差別を内容とする

政治的見解が記載された文書の配布行為が原告に向けられた行為であるとは

認められないことから，当該文書内に「本邦外出身者に対する不当な差別的言

動」に該当する表現が含まれていたとしても，そのことを理由として，当該文

書の配布行為が原告の権利又は利益を侵害する違法なものということはでき

ないと判断したものと考えられる。 

なお，本判決は，労働者は就業場所において国籍によって差別的取扱いを受

けない人格的利益を有しているとした上で，「本件文書〈１〉の内容は，中韓

北朝鮮の国家や政府関係者を強く批判したり，在日を含む中韓北朝鮮の国籍

や民族的出自を有する者に対して「死ねよ」「嘘つき」「卑劣」「野生動物」な

どと激しい人格攻撃の文言を用いて侮辱したり，我が国の国籍や民族的出自

を有する者を賛美して中韓北朝鮮に対する優越性を述べたりするなどの強固

な政治的な意見や論評の表明を主とするものであるから，韓国の国籍や民族

的出自を有する者にとっては著しい侮辱と感じ，その名誉感情を害するもの

であるとともに，そのような顕著な嫌悪感情を抱いている被告らから差別的

取扱いを受けるのではないかとの現実的な危惧感を抱いてしかるべきもので

あることが認められる。」として，同文書を会社内で配布した行為が，原告の

労働者としての上記人格的利益を侵害するものであることを認めている。 

 

以上 
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ヘイトスピーチ解消法施行５年に併せて実施した取組

＜駅コンコース＞

＜ 大型ビジョン＞

１．ポスター・リーフレットのリニューアル

６．ＳＮＳでの情報発信５．施行５年に併せたコラム

４．法務省・法務局ＨＰのトップにバナーを掲載

２．全国の法務局における啓発活動

３．インターネット広告

※文字の背後に放射状の「効果線」を追加
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事 務 連 絡

平成３１年３月１２日

法務局人権擁護部第三課長 殿

（東京，大阪）

法務局人権擁護部第一課長 殿

（除く，東京，大阪）

法務局人権擁護部第二課長 殿

地方法務局人権擁護課長 殿

法務省人権擁護局調査救済課補佐官

選挙運動，政治活動等として行われる不当な差別的言動への対応について

標記について，近時，選挙運動，政治活動等に藉口して不当な差別的言動等が

行われる場合があるとの指摘がされています。選挙運動，政治活動等（以下「選

」 。） ， ，挙運動等 という の自由の保障は民主主義の根幹をなすものですが 他方で

選挙運動等として行われたからといって，直ちにその言動の違法性が否定される

ものではありません。

ついては，選挙運動等に藉口した不当な差別的言動その他の言動により人権を

侵害されたとする被害申告等があった場合には，その言動が選挙運動等として行

われていることのみをもって安易に人権侵犯性を否定することなく 「ヘイトス，

ピーチに関する人権相談に対する対応指針 （平成２７年６月１０日付け当職事」

務連絡）及び「インターネット上の不当な差別的言動に係る事案の立件及び処理

について （平成３１年３月８日付け法務省権調第１５号当課長依命通知）をも」

踏まえ，その内容，態様等を十分吟味して，人権侵犯性の有無を総合的かつ適切

に判断の上，対応されるよう願います。

なお，この種事案の人権侵犯事件としての立件，調査及び処理に際しては，侵

犯された人権に十分配慮した処理を目指しつつも，他方，選挙運動等の自由にも

十分配慮する必要があるので，その対応方については，事前に当課と十分に協議

されるよう配意願います。

機密性２ 完全性１ 可用性１
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第５回ヘイトスピーチ対策専門部会 資料 

 

省庁名：警察庁公安課  

 

議題２ その他のヘイトスピーチに係る取組 

   

警察庁では、平成 28年に施行された本邦外出身者に対する不当な差別的

言動の解消に向けた取組の推進に関する法律を踏まえ、引き続き、右派系市

民グループの活動における違法行為の未然防止の観点から、厳正公平な立場

で必要な警備措置を講じ、違法行為を認知した場合には、法と証拠に基づき

厳正に対処するとともに、警察職員に対する必要な教育を推進している。 
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資料１－２



イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
の
ヘ
イ
ト
ス
ピ
ー
チ
に
係
る
総
務
省
の
取
組

（
第
5
回
ヘ
イ
ト
ス
ピ
ー
チ
対
策
専
門
部
会
）

令
和
３
年
９
月

総
務
省

総
合
通
信
基
盤
局

15

資料１－３



1
プ
ロ
バ
イ
ダ
責
任
制
限
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
概
要
）
（
令
和
3
年
４
月
2
8
日
公
布
）

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
の
誹
謗
中
傷
な
ど
に
よ
る
権
利
侵
害
に
つ
い
て
よ
り
円
滑
に
被
害
者
救
済
を
図
る
た
め
、
発
信
者
情

報
開
示
に
つ
い
て
新
た
な
裁
判
手
続
（
非
訟
手
続
※
）
を
創
設
す
る
な
ど
の
制
度
的
見
直
し
を
行
う
。

２
. 
開
示
請
求
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
範
囲
の
見
直
し

３
.
そ
の
他

【
改
正
事
項
】

•
開
示
請
求
を
受
け
た
事
業
者
が
発
信
者

に
対
し
て
行
う
意
見
照
会

※
に
お
い
て
、

発
信
者
が
開
示
に
応
じ
な
い
場
合
は
、

「
そ
の
理
由
」
も
併
せ
て
照
会
す
る
。

※
新
た
な
裁
判
手
続
及
び
現
行
手
続

(訴
訟
手
続
及
び
任
意
開
示
)の

場
合

S
N
S
な
ど
の
ロ
グ
イ
ン
型
サ
ー
ビ
ス
等
に
お
い
て
、
投
稿
時
の
通

信
記
録
が
保
存
さ
れ
な
い
場
合
に
は
、
発
信
者
の
特
定
を
す
る

た
め
に
ロ
グ
イ
ン
時
の
情
報
の
開
示
が
必
要
。

【
改
正
事
項
】

•
発
信
者
の
特
定
に
必
要
と
な
る
場
合
に
は
、
ロ
グ
イ
ン
時
の

情
報
の
開
示
が
可
能
と
な
る
よ
う
、
開
示
請
求
を
行
う
こ
と

が
で
き
る
範
囲
等
に
つ
い
て
改
正
を
行
う
。

ID
/パ
ス
ワ
ー
ド
を
入
力
し
、
ア
カ
ウ
ン
ト
に

ロ
グ
イ
ン
し
た
上
で
投
稿
な
ど
を
行
う
サ
ー
ビ
ス

記 録 な し

ロ
グ
イ
ン

発
信
者

〈ロ
グ
イ
ン
型
サ
ー
ビ
ス
の
イ
メ
ー
ジ
〉

匿
名
の

書
き
込
み

S
N
S

記 録 あ り

※
訴
訟
以
外
の
裁
判
手
続
。
訴
訟
手
続
に
比
べ
て
手
続
が
簡
易
で
あ
る
た
め
、
事
件
の
迅
速
処
理
が
可
能
と
さ
れ
る
。

（
施
行
日
：
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
一
年
六
月
を

超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日
）

１
. 
新
た
な
裁
判
手
続
の
創
設

現
行
の
手
続
で
は
発
信
者
の
特
定
の
た
め
、
２
回
の
裁
判
手
続

※

を
経
る
こ
と
が
一
般
的
に
必
要
。

※
SN
S事
業
者
等
か
ら
の
開
示
と
通
信
事
業
者
等
か
ら
の
開
示

【
改
正
事
項
】

•
発
信
者
情
報
の
開
示
を
一
つ
の
手
続
で
行
う
こ
と
を
可
能
と
す
る

「
新
た
な
裁
判
手
続
」
(非
訟
手
続
)を
創
設
す
る
。

•
裁
判
所
に
よ
る
開
示
命
令
ま
で
の
間
、
必
要
と
さ
れ
る
通
信
記
録

の
保
全
に
資
す
る
た
め
、
提
供
命
令
及
び
消
去
禁
止
命
令

※
を

設
け
る
。

※
侵
害
投
稿
通
信
等
に
係
る
ロ
グ
の
保
全
を
命
令

•
裁
判
管
轄
な
ど
裁
判
手
続
に
必
要
と
な
る
事
項
を
定
め
る
。

※
新
た
な
非
訟
手
続
で
は
米
国
企
業
に
対
し
て
E
M
S
等
で
申
立
書
の
送
付
が
可
能

新
た
な
裁
判
手
続
（
非
訟
）

損
害
賠
償
請
求
（
訴
訟
）

現
行

開
示

開
示

開
示

（
発
信
者
の
氏
名
・
住
所
）

（
発
信
者
の
氏
名
・
住
所
等
）

（
発
信
者
の
通
信
記
録
）

被
害
者

被
害
者

S
N
S
事
業
者
等

通
信
事
業
者
等

S
N
S
事
業
者
等

通
信
事
業
者
等

損
害
賠
償
請
求
（
訴
訟
）

① ②

開
示
命
令

提
供
命
令

発
信
者

発
信
者

16



2
「
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
の
誹
謗
中
傷
へ
の
対
応
に
関
す
る
政
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ
」
の
概
要

◼
社
会
問
題
と
な
っ
て
い
る
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
の
誹
謗
中
傷
に
対
応
す
る
た
め
、
総
務
省
に
お
い
て
、
2
0
2
0
年
９
月
に

「
政
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ
」
を
公
表
。

①
「
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
ト
ラ
ブ
ル
事
例
集
（
20
2
0年
版
）
追
補
版
」を
作
成
・

公
表
し
、
全
国
の
総
合
通
信
局
等
や
教
育
委
員
会
等
を
通
じ
て
子
育

て
や
教
育
の
現
場
へ
周
知
【2
02
0年
９
月
公
表
・周
知
済
】

②
「
e
-
ネ
ッ
ト
キ
ャ
ラ
バ
ン
」
の
講
座
内
容
に
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
の
誹
謗

中
傷
に
関
す
る
も
の
を
追
加
【
20
20
年
９
月
実
施
済
】

③
「
#
N
o
H
e
ar
tN
o
S
N
S
特
設
サ
イ
ト
」
（主
催
：総
務
省
・法
務
省
人
権
擁
護

局
・（
一
社
）ソ
ー
シ
ャ
ル
メ
デ
ィ
ア
利
用
環
境
整
備
機
構
、
（一
社
）
SI
A
）の
拡

充
等
に
よ
り
、
社
会
全
体
に
お
け
る
情
報
モ
ラ
ル
や
IC
T
リ
テ
ラ
シ
ー

が
高
ま
る
よ
う
に
す
る
た
め
の
取
組
を
強
化
【継
続
的
に
実
施
中
】

１
．
ユ
ー
ザ
に
対
す
る
情
報
モ
ラ
ル
及
び

IC
Tリ
テ
ラ
シ
ー
の
向
上
の
た
め
の
啓
発
活
動

①
電
話
番
号
を
開
示
対
象
に
追
加
す
る
省
令
改
正
の
実
施
を
踏
ま
え
、

弁
護
士
会
照
会
に
応
じ
て
電
話
番
号
に
紐
付
く
氏
名
・
住
所
を
回
答
可

能
で
あ
る
旨
を
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
で
明
確
化
【2
02
0年
11
月
実
施
済
】

②
新
た
な
裁
判
手
続
の
創
設
や
特
定
の
通
信
ロ
グ
の
早
期
保
全
の
た
め

の
方
策
に
つ
い
て
、
法
改
正
を
実
施
【2
02
1年
４
月
成
立
】

③
開
示
対
象
と
な
る
ロ
グ
イ
ン
時
情
報
を
明
確
化
す
る
た
め
、
法
改
正
を

実
施
【2
02
1年
４
月
成
立
】

④
要
件
該
当
性
の
判
断
に
資
す
る
民
間
相
談
機
関
の
設
置
や
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
の
充
実
に
関
す
る
民
間
の
取
組
を
支
援
【2
02
1年
４
月
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
公

表
】３
．
発
信
者
情
報
開
示
に
関
す
る
取
組

①
実
務
者
検
討
会
を
開
催
し
、
法
務
省
人
権
擁
護
機
関
か
ら
の
削
除

依
頼
に
対
す
る
事
業
者
の
円
滑
な
対
応
を
促
進
【
定
期
的
に
開
催
中
】

②
事
業
者
及
び
事
業
者
団
体
と
の
意
見
交
換
を
通
じ
、
誹
謗
中
傷
対

策
の
実
施
や
有
効
性
の
検
討
を
働
き
か
け
【継
続
的
に
実
施
中
】

③
自
主
的
な
取
組
の
報
告
等
に
よ
り
、
事
業
者
に
よ
る
透
明
性
・
ア
カ

ウ
ン
タ
ビ
リ
テ
ィ
確
保
方
策
を
促
進
し
、
取
組
の
状
況
把
握
や
評
価

方
法
の
検
討
を
実
施
【P
F
研
等
の
場
を
通
じ
継
続
的
に
実
施
】

④
国
際
的
な
制
度
枠
組
み
や
対
応
状
況
を
注
視
し
、
国
際
的
な
対
話

を
深
化
【継
続
的
に
実
施
中
】

２
．
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
事
業
者
の
自
主
的
取
組
の
支
援

と
透
明
性
・
ア
カ
ウ
ン
タ
ビ
リ
テ
ィ
の
向
上

①
違
法
・
有
害
情
報
相
談
セ
ン
タ
ー
に
つ
い
て
、
相
談
員
の
増
員
等
に

よ
る
体
制
強
化
を
図
る
と
と
も
に
、
相
談
件
数
・内
容
の
分
析
を
実
施

【2
02
1年
度
か
ら
実
施
中
】

②
相
談
内
容
に
応
じ
て
相
談
機
関
間
で
紹
介
を
行
う
な
ど
、
他
の
相
談

機
関
と
の
連
携
対
応
を
充
実
【継
続
的
に
実
施
中
】

③
複
数
の
相
談
窓
口
の
特
徴
や
メ
リ
ッ
ト
を
記
載
し
た
案
内
図
の
作
成

な
ど
、
ユ
ー
ザ
に
と
っ
て
分
か
り
や
す
い
相
談
窓
口
の
案
内
を
実
施

【2
02
0年
12
月
公
表
済
】

４
．
相
談
対
応
の
充
実
に
向
け
た
連
携
と
体
制
整
備
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3
通
信
事
業
者
や
法
務
省
と
の
実
務
者
検
討
会
の
開
催
状
況

○
令
和
２
年
９
月
の
「
政
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ
」
公
表
後
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
の
誹
謗
中
傷
へ
の
円
滑
な
対
応
を
図
る
こ
と
を
目
的

と
し
て
、
実
務
者
検
討
会
を
合
計
３
回
開
催
（
第
６
回
会
合
ま
で
開
催
）
。

※
参
加
事
業
者
の
具
体
的
な
対
応
等
に
つ
い
て
議
論
を
行
う
た
め
、
非
公
開
で
の
実
施

＜
参
加
者
＞

グ
ー
グ
ル
合
同
会
社
、
ツ
イ
ッ
タ
ー

ジ
ャ
パ
ン
株
式
会
社
、
B
y
te
D
a
n
c
e
株
式
会
社

※
、

フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ
ク

ジ
ャ
パ
ン
株
式
会
社
、
ヤ
フ
ー
株
式
会
社
、
L
IN
E
株
式
会
社

（
一
社
）
日
本
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
プ
ロ
バ
イ
ダ
ー
協
会
、
（
一
社
）
電
気
通
信
事
業
者
協
会
、

（
一
社
）
テ
レ
コ
ム
サ
ー
ビ
ス
協
会
、
（
一
社
）
日
本
ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
連
盟
、
違
法
・
有
害
情
報
相
談
セ
ン
タ
ー

総
務
省
、
法
務
省

＜
日
時
・
議
題
＞

第
４
回

令
和
２
年
９
月
1
5
日

→
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
の
誹
謗
中
傷
へ
の
対
応
に
関
す
る
政
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ
に
つ
い
て

令
和
元
年
に
お
け
る
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
の
人
権
侵
害
情
報
に
関
す
る
人
権
侵
犯
事
件
に
つ
い
て

第
５
回

令
和
２
年
1
1
月
2
0
日

→
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
の
人
権
侵
害
情
報
に
対
す
る
法
務
省
の
人
権
擁
護
機
関
に
よ
る
削
除
依
頼
の
現
状
と
課
題
に
つ
い
て

第
６
回

令
和
３
年
２
月
1
7
日

→
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
の
誹
謗
中
傷
に
対
す
る
削
除
に
向
け
た
取
組
の
促
進
に
つ
い
て

違
法
・
有
害
情
報
相
談
セ
ン
タ
ー
に
お
け
る
相
談
件
数
及
び
法
務
省
人
権
擁
護
機
関
か
ら
の
削
除
要
請
件
数
に
関
す
る

状
況
分
析
に
つ
い
て

通
信
関
連
事
業
者
と
の
意
見
交
換

※
B
y
te
D
a
n
c
e
株
式
会
社
は
第
５
回
会
合
か
ら
参
加

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
の
い
わ
ゆ
る
ヘ
イ
ト
ス
ピ
ー
チ
等
に
係
る
書
き
込
み
へ
の
円
滑
な
対
応
を
可
能
と
す
る
た
め
、
平
成

30
年
10
月
よ
り
、
法
務
省
と
と
も
に
、
大
手
海
外
事
業
者
や
業
界
団
体
等
の
通
信
関
連
事
業
者
と
の
意
見
交
換
の
場

と
な
る
実
務
者
検
討
会
を
継
続
的
に
開
催
。
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4
相
談
窓
口
の
連
携
強
化

○
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
の
誹
謗
中
傷
に
関
す
る
複
数
の

相
談
窓
口
（※
）に
関
す
る
相
談
窓
口
の
案
内
図
を
作
成

○
相
談
窓
口
の
周
知
広
報

・
総
務
省
（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
関
連
情
報
ペ
ー
ジ
含
む
）
、
法
務
省

の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
お
け
る
周
知
広
報

・
「
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
ト
ラ
ブ
ル
事
例
集
（
2
02
1
年
版
）」
に
掲
載

・
e
-
ネ
ッ
ト
キ
ャ
ラ
バ
ン
の
相
談
窓
口
に
関
す
る
参
考
資
料
に
追
加

・
#
N
o
H
e
ar
tN
o
S
N
S
特
設
サ
イ
ト
に
お
け
る
掲
載

・
内
閣
府
政
府
広
報
室
と
連
携
し
た
周
知
広
報
（※
）

（※
）政
府
広
報
室
「暮
ら
し
に
役
立
つ
情
報
」に
掲
載

・
全
国
の
総
合
通
信
局
等
と
連
携
し
た
周
知
広
報

・
関
係
団
体
（※
）と
連
携
し
た
周
知
広
報

等

（※
）通
信
事
業
者
関
連
で
は
、
（一
社
）安
心
ネ
ッ
ト
づ
く
り
促
進
協
議
会
、
（一
社
）全

国
携
帯
電
話
販
売
代
理
店
協
会
、
全
国
高
等
学
校
P
T
A
連
合
会
、
（一
社
）ソ
ー

シ
ャ
ル
メ
デ
ィ
ア
利
用
環
境
整
備
機
構
、
（一
社
）テ
レ
コ
ム
サ
ー
ビ
ス
協
会
、
（一

社
）電
気
通
信
事
業
者
協
会
、
（一
財
）マ
ル
チ
メ
デ
ィ
ア
振
興
セ
ン
タ
ー
等

そ
の
他
、
ア
ス
リ
ー
ト
へ
の
写
真
・動
画
に
よ
る
性
的
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
へ
の
対
応
と
し
て
、

（公
財
）日
本
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
協
会
、
（公
財
）日
本
ス
ポ
ー
ツ
協
会
、
（公
財
）
日
本

障
が
い
者
ス
ポ
ー
ツ
協
会
、
（一
社
）
一
般
社
団
法
人
大
学
ス
ポ
ー
ツ
協
会
、
（
公

財
）全
国
高
等
学
校
体
育
連
盟
、
（
公
財
）日
本
中
学
校
体
育
連
盟
、
（独
法
）日

本
ス
ポ
ー
ツ
振
興
セ
ン
タ
ー

（※
）「
違
法
・有
害
情
報
セ
ン
タ
ー
」（
総
務
省
）、
「人
権
相
談
」（
法
務
省
）、
「誹
謗
中

傷
ホ
ッ
ト
ラ
イ
ン
（セ
ー
フ
ァ
ー
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
協
会
）」
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5
違
法
有
害
情
報
対
策
全
般
に
関
す
る
今
後
の
取
組
の
方
向
性
（
P
F
研
）

・実
態
把
握
や
分
析
結
果
に
基
づ
き
、
産
学
官
民
が
連
携
し
、
引
き
続
き
IC
T
リ
テ
ラ
シ
ー
向
上
施
策
が
効
果
的
と
な
る
よ
う
取
り
組
む
必
要

・e
-ネ
ッ
ト
キ
ャ
ラ
バ
ン
等
の
青
少
年
向
け
の
取
組
に
加
え
、
大
人
も
含
め
幅
広
い
対
象
に
対
し
て
IC
T
リ
テ
ラ
シ
ー
向
上
の
た
め
の
取
組
を
実
施
す
る
こ
と
を
検
討
し
て
い
く
こ
と

が
必
要

・総
務
省
や
各
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
よ
る
IC
T
リ
テ
ラ
シ
ー
向
上
の
取
組
状
況
を
把
握
し
、
ベ
ス
ト
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス
の
共
有
や
更
な
る
効
果
的
な
啓
発
を
行
う
こ
と
が
必
要

１
．
ユ
ー
ザ
に
対
す
る
情
報
モ
ラ
ル
及
び
IC
Tリ
テ
ラ
シ
ー
の
向
上
の
た
め
の
啓
発
活
動

・法
施
行
に
向
け
て
関
係
政
省
令
の
策
定
を
進
め
、
関
係
事
業
者
及
び
総
務
省
の
間
で
新
制
度
の
具
体
的
な
運
用
に
関
す
る
協
議
を
進
め
る
こ
と
が
必
要

・プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
事
業
者
・行
政
側
の
双
方
で
、
発
信
者
情
報
開
示
に
関
す
る
申
請
や
開
示
件
数
等
に
つ
い
て
集
計
・公
開
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る

３
．
発
信
者
情
報
開
示
に
関
す
る
取
組

・違
法
有
害
情
報
相
談
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
引
き
続
き
相
談
対
応
を
行
い
、
シ
ス
テ
ム
更
新
、
相
談
機
関
間
の
連
携
強
化
、
相
談
窓
口
の
周
知
が
必
要

４
．
相
談
対
応
の
充
実
に
向
け
た
連
携
と
体
制
整
備

＜
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
事
業
者
の
自
主
的
取
組
の
支
援
＞

・プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
事
業
者
が
自
ら
の
サ
ー
ビ
ス
上
で
の
違
法
・有
害
情
報
の
流
通
状
況
に
つ
い
て
実
態
把
握
と
リ
ス
ク
分
析
・評
価
を
行
う
こ
と
が
必
要

・ト
ラ
ス
テ
ッ
ド
フ
ラ
ッ
ガ
ー
の
仕
組
み
の
導
入
・推
進
に
む
け
て
検
討
を
行
う
こ
と
が
望
ま
し
い
。
人
権
擁
護
機
関
か
ら
の
削
除
要
請
に
関
し
、
削
除
に
関
す
る
違
法
性
の
判
断

基
準
・判
断
方
法
や
個
別
の
事
業
者
に
お
け
る
削
除
実
績
等
に
つ
い
て
関
係
者
間
で
共
有
し
、
行
政
側
・事
業
者
側
双
方
の
削
除
に
関
す
る
対
応
に
つ
い
て
の
透
明
性
を

向
上
さ
せ
、
円
滑
な
削
除
対
応
を
促
進
す
る
こ
と
が
必
要

・プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
事
業
者
は
、
一
定
の
短
期
間
の
間
に
大
量
の
誹
謗
中
傷
が
集
ま
っ
た
場
合
へ
の
ア
ー
キ
テ
ク
チ
ャ
上
の
工
夫
に
つ
い
て
、
既
存
の
機
能
や
取
組
の
検
証

や
新
た
な
対
応
の
検
討
を
行
う
こ
と
が
望
ま
し
い

＜
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
事
業
者
に
よ
る
取
組
の
透
明
性
・ア
カ
ウ
ン
タ
ビ
リ
テ
ィ
の
向
上
＞

・我
が
国
に
お
け
る
透
明
性
・ア
カ
ウ
ン
タ
ビ
リ
テ
ィ
確
保
が
図
ら
れ
て
い
な
い
事
業
者
に
関
し
て
は
、
特
に
透
明
性
・
ア
カ
ウ
ン
タ
ビ
リ
テ
ィ
確
保
の
取
組
を
進
め
る
こ
と
が
強
く
求

め
ら
れ
る
。
総
務
省
は
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
と
検
証
評
価
を
継
続
的
に
行
っ
て
い
く
こ
と
が
必
要

２
．
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
事
業
者
の
自
主
的
取
組
の
支
援
と
透
明
性
・
ア
カ
ウ
ン
タ
ビ
リ
テ
ィ
の
向
上

・プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
事
業
者
に
よ
る
取
り
組
み
の
透
明
性
・ア
カ
ウ
ン
タ
ビ
リ
テ
ィ
確
保
に
つ
い
て
、
次
回
以
降
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
に
お
い
て
、
依
然
と
し
て
事
業
者
が
自
主
的
な
報

告
を
行
わ
な
い
場
合
や
、
我
が
国
に
お
け
る
透
明
性
・ア
カ
ウ
ン
タ
ビ
リ
テ
ィ
確
保
が
実
質
的
に
図
ら
れ
な
い
場
合
に
は
、
透
明
性
・ア
カ
ウ
ン
タ
ビ
リ
テ
ィ
の
確
保
方
策
に
関

す
る
行
動
規
範
の
策
定
及
び
遵
守
の
求
め
や
法
的
枠
組
み
の
導
入
等
の
行
政
か
ら
の
一
定
の
関
与
に
つ
い
て
、
具
体
的
に
検
討
を
行
う
こ
と
が
必
要

・①
リ
ス
ク
ベ
ー
ス
ア
プ
ロ
ー
チ
、
②
リ
ス
ク
分
析
・評
価
と
結
果
公
表
、
③
適
切
な
対
応
の
実
施
と
効
果
の
公
表
、
④
継
続
的
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
、
⑤
デ
ー
タ
提
供
、
と
い
っ
た
と
い
っ

た
大
枠
と
し
て
の
共
同
規
制
的
枠
組
み
の
構
築
を
前
提
に
検
討
を
進
め
る
こ
と
が
適
当
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事 務 連 絡

平成３１年３月１２日

法務局人権擁護部第三課長 殿

（東京，大阪）

法務局人権擁護部第一課長 殿

（除く，東京，大阪）

法務局人権擁護部第二課長 殿

地方法務局人権擁護課長 殿

法務省人権擁護局調査救済課補佐官

選挙運動，政治活動等として行われる不当な差別的言動への対応について

標記について，近時，選挙運動，政治活動等に藉口して不当な差別的言動等が

行われる場合があるとの指摘がされています。選挙運動，政治活動等（以下「選

」 。） ， ，挙運動等 という の自由の保障は民主主義の根幹をなすものですが 他方で

選挙運動等として行われたからといって，直ちにその言動の違法性が否定される

ものではありません。

ついては，選挙運動等に藉口した不当な差別的言動その他の言動により人権を

侵害されたとする被害申告等があった場合には，その言動が選挙運動等として行

われていることのみをもって安易に人権侵犯性を否定することなく 「ヘイトス，

ピーチに関する人権相談に対する対応指針 （平成２７年６月１０日付け当職事」

務連絡）及び「インターネット上の不当な差別的言動に係る事案の立件及び処理

について （平成３１年３月８日付け法務省権調第１５号当課長依命通知）をも」

踏まえ，その内容，態様等を十分吟味して，人権侵犯性の有無を総合的かつ適切

に判断の上，対応されるよう願います。

なお，この種事案の人権侵犯事件としての立件，調査及び処理に際しては，侵

犯された人権に十分配慮した処理を目指しつつも，他方，選挙運動等の自由にも

十分配慮する必要があるので，その対応方については，事前に当課と十分に協議

されるよう配意願います。

機密性２ 完全性１ 可用性１
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I. INTRODUCTION

The COVID-19 pandemic has seen demon-
strations of overwhelming solidarity between 
nations and communities working together to 
address the impact and challenges it poses. 
Unfortunately, the pandemic has also given rise 
to a new wave of hate speech and discrimina-
tion. ‘COVID-19 related hate speech’ encom-
passes a broad range of disparaging expressions 
against certain individuals and groups that has 
emerged or been exacerbated as a result of the 
new coronavirus disease outbreak – from scape-
goating, stereotyping, stigmatization and the use 
of derogatory, misogynistic, racist, xenophobic, 
Islamophobic or antisemitic language. Closely 
linked to this is the dissemination of ‘disinforma-
tion’ or ‘misinformation’ related to COVID-19.¹

Since the pandemic emerged, individuals per-
ceived as ethnically Chinese or Asian, or belong-
ing to certain ethnic and religious minorities, 
migrants, and foreigners have been blamed 
and vilified for spreading the virus. In some 
instances, this is grounded in misinformation 
and rumours, however, more insidious instances 
of hate speech related to COVID-19 being used 
to target already marginalized populations 
have also been reported. Conspiracy theories 
attributing the spread of the virus to Jews, 
Muslims, Christians, Bahai’s or minority groups 
has fuelled discriminatory speech against such 
individuals, in some instances resulting in hate 
crimes or discrimination against them in the 
response to COVID-19. In some instances, jour-
nalists,² whistle-blowers, medical and health 
care professionals, human rights defenders 

and peacebuilders – are also being subjected 
to unlawful attacks as a result of their work in 
addressing or reporting on the pandemic. 

The phenomenon of COVID-19 related hate 
speech is being advanced through mainstream 
media and via online social media and tech 
platforms. Though it is often spread by private 
individuals, its consequences are most severe 
when it is propagated by political leaders, public 
officials, religious leaders and other influencers, 
or when it is part of concerted efforts by individ-
uals or groups to spread hate or incite violence. 

COVID-19 related hate speech has serious 
implications, both in the short and long term. 
It makes those targeted more vulnerable to 
violence, exposes them to political and social 
exclusion, isolation and stigmatization, inhibits 
them from expressing themselves and partici-
pating in public debate, and deters them from 
accessing medical care and other vital services. 
In so doing, it heightens the disproportionate 
effects of the disease on certain communi-
ties and exacerbates underlying social and 
economic inequalities, aggravates drivers of 
violent extremism while undermining the social 
cohesion, solidarity and trust necessary to effec-
tively tackle the spread of the virus. It may also 
trigger social unrest and intergroup violence, 
possibly enhancing the conditions conducive to 
conflict and atrocity crimes.³ COVID-19 related 
hate speech may therefore pose a threat to the 
enjoyment of human rights, sustainable devel-
opment and international peace and security.

1 https://en.unesco.org/sites/default/files/disinfodemic_dissecting_responses_covid19_disinformation.pdf 

2  A/HRC/44/49, paras 34 – 40.
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As part of global efforts to respond to the 
pandemic, the international community 
needs to be more vigilant and remain une-
quivocal in condemning COVID-19-related 
hate speech, promoting messages of inclu-
sion, acting in solidarity and on the basis of 
international human rights law, particularly 
freedom of opinion and expression and the 
right to equality and non-discrimination. 

While Member States have the primary respon-
sibility for tackling COVID-19-related hate 
speech, other actors – especially tech and 
social media companies, mainstream media, 
and civil society – also have a significant role to 
play. The United Nations system plays a critical 
role, especially in supporting states and other 

actors to develop and apply human rights-com-
pliant measures to tackle COVID-19 related 
hate speech. As the United Nations Secretary-
General stated when launching the policy brief, 
“COVID-19 and Human Rights: We are all in this 
together,” on 23 April 2020, human rights must 
be ‘front and centre’ of ‘response and recovery’ 
efforts in relation to the COVID-19 pandemic, 
the ‘biggest international crisis in generations.’ 

This guidance sets out recommendations to 
various actors for addressing and counter-
ing COVID-19 related hate speech. It builds 
on and is complementary to the UN Strategy 
and Plan of Action on Hate Speech.

II.RECOMMENDATIONS

TO UNITED NATIONS 
DEPARTMENTS, AGENCIES, 
FUNDS AND PROGRAMMES

• Continue to stress that upholding free-
dom of opinion and expression is a bed-
rock of societies based on the rule of 
law, democracy and human rights 

• Condemn COVID-19 related hate 
speech, express solidarity with its vic-
tims and support those who challenge 
and counter such expressions

• Recognize, monitor, collect data and 
analyze trends on COVID-19-related 
hate speech, at national and global 
level to support effective responses 

• Convene relevant actors – including Member 
States, regional organizations, media and 
social media platforms, civil society organiza-
tions, and faith actors – to develop strategies 
to identify, address and counter COVID-19 
related hate speech at the national and global 
levels, in accordance with the United Nations 
Strategy and Plan of Action on Hate Speech 

3  Genocide, war crimes, and crimes against humanity. 
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TO MEMBER STATES

• Uphold the freedom to seek, receive 
and impart information as a corner-
stone of building trust in measures 
taken to contain the pandemic

• Ensure that any emergency or exceptional 
measures, legislation or policies taken in 
response to the COVID-19 pandemic are 
articulated and applied in compliance 
with international human rights law as 
set out in the Secretary General’s policy 
brief on COVID-19 and Human Rights and 
the guidance note by the Office of the 
High Commissioner for Human Rights4 

• Address and counter COVID-19 related 
hate speech publicly and swiftly through: 

 > implementing a robust crisis commu-
nication response to ensure coherent 
messaging during the response phase 
of the pandemic and to mitigate the 
impact of the crisis on social cohe-
sion and community resilience

 > ensuring that accurate and verified 
information on the pandemic is dis-
seminated regularly, with robust public 
messaging against COVID-19 related 
hate speech, disinformation, misin-
formation, and conspiracy theories 

 > support transparent, accessible and 
independent systems for monitor-
ing COVID-19-related hate speech 

 > support the independent production 
and dissemination of professional and 
accurate public interest narratives about 
the struggles and full diversity of indi-
viduals affected by COVID-19, and about 
the experiences of those most vulnera-
ble to COVID-19-related hate speech 

• Ensure that all public communications 
by state officials, especially state-
ments by senior members of gov-
ernment, concerning COVID-19:

 > are accessible, accurate, complete, 
reliable, evidence-based, transparent, 
available in all languages spoken in the 
population, and imparted in a timely way 

 > do not attribute blame or responsibility 
for the emergence or spread of the virus 
on any particular community or group

 > promote inclusion and show members 
from diverse communities being impacted 
by the virus and working together to 
prevent the spread of COVID-19

• Ensure that legal responses to hate speech 
are carefully balanced with the right to 
freedom of opinion and expression and the 
right of access to information, including the 
free flow of scientific information and ideas 
on the COVID-19 pandemic, including by:

 > ensuring that all limitations to freedom 
of opinion and expression are provided 
by law and necessary and proportionate 
to respect the rights or reputation of 
others, or to protect national security, 
public order, or public health or morals

4 SG Policy Brief ‘COVID-19 and Human Rights: We are all in this together’ https://www.un.org/sites/un2.un.org/files/un_policy_brief_on_
human_rights_and_covid_23_april_2020.pdf; OHCHR, Emergency Measures and COVID-19: Guidance, 27 April 2020 https://www.ohchr.
org/EN/NewsEvents/Pages/DisplayNews.aspx?NewsID=25828&LangID=E
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 > refraining from imposing censorship 
measures unless they meet inter-
national human rights standards, 
as such measures may otherwise 
result in limiting access to impor-
tant information for public health5 

 > ensuring the safety of journalists and 
the protection of sources, including 
that journalists and whistle-blowers 
who have raised legitimate concerns 
about COVID-19 and responses to it 
do not face criminal prosecution, civil 
penalties, intimidation or harassment

 > releasing wrongfully or arbitrarily 
imprisoned journalists, human rights 
defenders and activists, including those 
who have been imprisoned for the work 
related to the COVID-19 pandemic

 > refraining from using the COVID-19 
pandemic as a pretext for unlaw-
fully restricting the public’s access 
to information and media freedom 

 > lifting all internet shutdowns and restric-
tions on access to information online, 
refraining from blocking or restricting 
internet access, and taking active meas-
ures to enhance access to the internet, 
including by providing free access, espe-
cially to vulnerable or marginalized groups 

 > robustly implementing freedom 
of information laws to ensure that 
all individuals, especially journal-
ists, have access to information6 

• Ensuring that education and training, 
especially at schools, including via online 
platforms, addresses COVID-19 related 
hate speech, disinformation and misinfor-
mation by encouraging critical thinking, 
social and emotional skills and responsible 
engagement, through global citizenship 
education7 and human rights education

• Ensure that the rights of those tar-
geted by COVID-19-related hate 
speech are upheld, including by: 

 > ensuring that allegations of hate speech 
that may constitute incitement to dis-
crimination, hostility or violence are 
independently investigated and the per-
petrators are held accountable, in accord-
ance with international human rights law 

TO SOCIAL MEDIA AND 
TECH COMPANIES

• Ensure their policies concerning hate 
speech, including COVID-19-related 
hate speech, on their platforms:

 > are clear, precise and set out in 
an accessible, transparent and 
comprehensible manner

 > are developed and applied in 
line with the standards of inter-
national human rights law 

 > involve an evaluation of the social and 
political context, the status and intent 
of the speaker, the content and extent 

5 https://www.ohchr.org/EN/NewsEvents/Pages/DisplayNews.aspx?NewsID=25729&LangID=E 

6  https://www.ohchr.org/EN/NewsEvents/Pages/DisplayNews.aspx?NewsID=25729&LangID=E

7  https://en.unesco.org/themes/gced
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of dissemination, as well as the likeli-
hood of harm on users and the public8 

 > involve communities most affected by 
content identified as hate speech in 
the development of effective tools to 
address harms caused on the platforms

 > focus on curation to ensure that users 
can easily access journalism as verified 
information shared in the public interest

 > provide more financial support to 
fact-checking networks, independ-
ent journalism, and media and 
information literacy campaigns

 > avoid overreliance on automation, 
especially for content moderation 
where there is a need to expand 
the human review process9 

• Monitor the dissemination of COVID-19 
related hate speech on their platforms, evalu-
ate how their approaches in response impact 
upon the human rights of their users, and 
make such information publicly available

• Take down COVID-19 related hate speech 
when it amounts to incitement to hostility, 
discrimination or violence, in accordance 
with international human rights law

• Ensure, in relation to any adverse action 
against COVID-related hate speech that due 
process guarantees are met, including by 
notifying users when such action is taken 
and providing opportunities for appeal 

• Collaborate with relevant stakeholders – 
particularly, the United Nations, including 
the World Health Organization, health 
and education ministries and authorities, 
independent fact-checkers, civil society 
organizations, and affected groups – to 
develop and promote approaches and cam-
paigns to address and counter COVID-19 
related hate speech, misinformation and 
disinformation on their platforms (such 
as education, reporting and training)

TO MEDIA

• Proactively and professionally report on 
COVID-19 related hate speech, misinfor-
mation, disinformation and discrimination, 
whether by state or non-state actors

• Support effective systems of self-regula-
tion (such as national press complaints 
bodies and ombudsmen, or public edi-
tors at individual news outlets) to ensure 
the right of correction or reply is applied 
to address discriminatory reporting in 
the context of the COVID-19 outbreak

• Adhere to the highest ethical and profes-
sional standards when reporting on COVID-
19, including by reporting about COVID-19 
pandemic accurately and without bias, using 
fact-checking, avoiding stereotyping, and 
without unnecessarily referring to such fac-
tors as race, ethnicity, nationality or religion

8 A/HRC/22/17/Add.4; https://www.ohchr.org/EN/Issues/FreedomOpinion/Articles19-20/Pages/Index.aspx

9 https://en.unesco.org/sites/default/files/disinfodemic_dissecting_responses_covid19_disinformation.pdf
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TO CIVIL SOCIETY AND 
OTHER STAKEHOLDERS

• Influential figures in society – including 
religious leaders, faith actors, trade union 
leaders, the leaders of non-governmen-
tal organizations, youth leaders, public 
figures, and influencers – should actively 
speak out against COVID-19-related hate 
speech, misinformation, disinformation 
and conspiracy theories, express solidar-
ity with those targeted by such expres-
sions, and amplify messages that serve 
to reduce discrimination and stigma 

• In line with international human rights 
standards, civil society organization should 
collaborate with relevant stakeholders – 
including governments, United Nations, 
regional organizations, social media and 
tech companies, journalists, and academic 
institutions and experts – on initiatives to 

 > monitor and report on the nature, 
scale and impacts of COVID-19-
related hate speech, as well as legis-
lative and policy measures intended 
to address such expressions 

 > develop responses involving the 
most affected communities (e.g. 
social media campaigns) 

III. CONCLUSION

The COVID-19 pandemic has amplified exist-
ing concerns related to the spread and use of 
hate speech globally. It has also created new 
vulnerable groups targeted by hate speech. 
Ensuring that hate speech is effectively 
addressed and countered at both national and 

global level will help improve our responses 
to the pandemic in the short term. It will also 
give us an opportunity to “build back better” by 
addressing the root causes of this phenome-
non in our societies through promoting inclu-
sion, solidarity and our common humanity.  
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I. 緒言 
 

 
COVID-19のパンデミックは、それがもたらす影響

と課題に対処するために、国家とコミュニティの間

の圧倒的な連帯のデモを目の当たりにした。残念

ながら、パンデミックはまた、憎しみの言論と差別

の新たな波を引き起こした。「COVID-19関連ヘイト

スピーチ」は、新たなコロナウイルス疾患のアウト

ブレイクの結果として出現または悪化した特定の

個人およびグループに対する広範な非難の表現を

包含する。すなわち、スケープゴーティング、ステレ

オタイピング、ステレオマティクス、そして、侮辱的、

異物論的、人種差別的、外国人差別的、イスラモ

フィー的、または反セミティックな言語の使用であ

る。これと密接に結びついているのが、COVID-

19.18に関連する「情報の誤り」または「情報の誤り」

の蔓延である。 

 

パンデミックが発生して以来、人種的に中国人やア

ジア人、特定の民族的・宗教的少数派、移住者、外

国人として認識されてきた人々が非難されてきた 

そして、ウイルスを広めたことを非難した。一部の事

例では、これは誤った情報や噂に基づいているが、

COVID-19に関連した憎悪発言のより潜行的な事例

は、すでに周縁に追いやられた集団を標的にするた

めに用いられている。 

報告もある。ユダヤ人、イスラム教徒、キリスト教徒、

バハイ、あるいは少数民族にウイルスが蔓延したこ

とを原因とする共謀説は、そうした人々に対する差

別的な発言を促し、COVID-19への対応において憎

悪犯罪や差別をもたらす場合もある。場合によって

は、ジャーナリスト、²の内部告発者、医療および医

療の専門家、人権擁護者 

 

また、平和構築者はパンデミックに対処したり、

報告したりした結果、違法な攻撃を受けている。 

 

COVID-19に関連したヘイトスピーチの現象は、主

流のメディアや、オンラインのソーシャルメディアや

ハイテクプラットフォームを通じて進められている。し

ばしば私人によって広まるが、それが政治指導者、

公務員、宗教指導者、その他の影響力のある人々

によって広められた場合、あるいは、憎悪を広めた

り暴力を扇動したりする個人や集団による協調的な

努力の一部である場合には、その結果は最も深刻

である。 

 

COVID-19に関連したヘイトスピーチは、短期的

にも長期的にも深刻な意味を持つ。暴力にさら

されやすい立場に置かれ、政治的・社会的排除、

孤立、スティグマ化にさらされ、自らを表現し、公

的な議論に参加することを妨げ、彼らを抑止す

る。 

医療その他の重要なサービスを利用すること。そ

うすることで、病気がある種の共同体に及ぼす不

釣り合いな影響が高まる。 

結びつき、根底にある社会的・経済的不平等を悪化

させ、暴力的過激主義の駆動力を悪化させる一方で、

ウイルスの蔓延に効果的に対処するために必要な社

会的結束、連帯および信頼を損なう。また、社会不安

や集団間の暴力の引き金となり、紛争や残虐な犯罪

を助長する状況を悪化させる可能性もある。したがっ

て、COVID-19に関連するヘイトスピーチは、人権の

享受、持続可能な開発及び国際の平和と安全に対す

る脅威となり得る。 

 
 

 

1 https://en.unesco.org/sites/default/files/disinfodemic_dissecting_responses_covid19_disinformation.pdf 

2 A/HRC/44/49、パラグラフ34～40。 
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パンデミックに対処するための世界的な取り

組みの一環として、国際社会は、COVID-19

に関連する憎悪の言葉を非難し、包摂的な

メッセージを促進し、国際人権法、特に意見

と表現の自由、平等と非差別の権利を基礎

として、連帯して行動するにあたり、より警戒

的で明確な姿勢を保つ必要がある。 

 

COVID-19関連のヘイトスピーチに取り組む主要な

責任は加盟国にあるが、他のアクター、特にテクノ

ロジー・ソーシャルメディア、メインストリーム・メディ

ア、市民社会も重要な役割を担う。国連システムは、

特に国家その他を支援する上で重要な役割を果た

している。 

COVID-19に関連するヘイトスピーチに対処するた

めの人権準拠措置を策定・適用する主体2020年4

月23日、国連事務総長が政策ブリーフ「COVID-19

と人権:私たち全員が一緒になっている」を発表した

ときに述べたように、人権は、COVID-19パンデミッ

ク、すなわち「世代で最大の国際的危機」に関連す

る「対応と復興」の「中心」でなければならない。 

 

本ガイダンスでは、COVID-19に関連する憎悪

演説に対処し、これに対抗するための様々な

主体への勧告を示す。これは、国連の「ヘート

スピーチに関する戦略と行動計画」に基づいて

おり、これを補完するものである。 

 

 

 

 

II. 勧告 
 

 
 

 

国連諸国との間 

各省庁、基金、プログラム 

 
• 意見及び表現の自由を支持することは、法

の支配、民主主義及び人権に基づく社会

の基盤であることを引き続き強調する。 

 

• COVID-19に関連した憎悪の言論を行い、

犠牲者との連帯を表明し、そのような言

論に挑戦し反対する人々を支援する。 

• 効果的な対応を支援するため、

COVID-19に関連する差別的言論に関

する動向を、国内外のレベルで認識し、

監視し、データを収集し、分析する。 

 

• 国連の「ヘイト・スピーチに関する戦略と行動計

画」に従い、COVID-19に関連するヘイト・スピー

チを特定し、これに対処し、これに対抗するため

の戦略を策定するため、関係主体(加盟国、地域

機関、メディア・ソーシャル・メディア・プラットフォ

ーム、市民社会組織、信仰主体を含む)を招集す

る。 

 

 

 
 

 

3 集団殺害、戦争犯罪、人道に対する犯罪。 
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加盟国へ 

 
• パンデミック封じ込め対策への信頼

を築くための基礎として、情報を求め、

受け、伝える自由を支持する。 

 

• COVID-19パンデミックに対応して講じられ

た緊急または例外的措置、立法措置また

は政策が、以下のように国際人権法に従っ

て明確に示され適用されることを確保する。 

COVID-19と人権に関する事務総長の政策ブ

リーフおよび人権高等弁務官事務所のガイ

ダンスノート4に記載されている 

• COVID-19に関連した憎悪演説を公に、迅

速に行い、これに対処する: 

> パンデミックの対応フェーズにおいて一
貫性のあるメッセージを確実に伝達し、

社会的結束とコミュニティの回復力に

対する危機の影響を緩和するための、

強固な危機コミュニケーション対応の

実施 

> COVID-19に関連する差別的発言、情報

漏洩、誤った情報、陰謀説に対する強力

なパブリック・メッセージにより、パンデミッ

クに関する正確で検証された情報が定期

的に配信されることを確実にする。 

> COVID-19に関連するヘイトスピーチを

監視するための透明でアクセス可能か

つ独立したシステムを支援する。 

> プロフェッショナルの自主的な制作・普
及支援 

COVID-19の影響を受けた個人の闘争と多

様性、およびCOVID-19に関連した憎悪の言

論の影響を最も受けやすい人々の経験に関

する正確な国民の関心事に関する説明 

• COVID-19に関する州政府高官によるす

べての情報公開、特に政府高官の声明

を確保する: 

> アクセス可能で、正確で、完全で、信頼性

があり、根拠に基づいており、透明性があ

り、母国語で話され、時宜を得た方法で与

えられている 

> 特定のコミュニティや集団におけるウイル

スの発生や拡散の責任や非難をしない。 

> ウイルスの影響を受け、COVID-19の蔓延

を防止するために協力する多様なコミュニ

ティのメンバーの参加を促進し、示す。 

• 憎悪の言論に対する法的対応と、意見や表

現の自由に対する権利、COVID-19パンデミ

ックに関する科学的情報やアイデアの自由

な流通を含む情報へのアクセスの権利とを、

次のものを含む、慎重にバランスさせる: 

> 意見及び表現の自由に対するすべての
制限が法律により定められ、かつ、他人

の権利若しくは評判を尊重し又は国の安

全、公の秩序若しくは公衆の健康若しく

は道徳を保護するために必要かつ釣り

合いの取れたものであることを確保する

こと。 

 
 

 

4 SGポリシー・ブリーフ 'COVID-19 and Human Rights: 私たちは皆一緒になっています' https://www.un.org/sites/un2.un.org/files/un_policy_brief_on_ 

human_rights_and_covid_23_april_2020.pdf;OHCHR、非常事態措置およびCOVID-19:指針、2020年4月27日https://www.ohchr。

org/EN/NewsEvents/Pages/DisplayNews.aspx?NewsID=25828&LangID=E 
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> 国際的な人権基準を満たさない限り、

検閲措置をとることは控え、 

そうでなければ、公衆衛生上重要

な情報へのアクセスが制限される

ことになる5 

> COVID-19及びCOVID-19への対応に

ついて正当な懸念を表明したジャーナ

リスト及び内部告発者が刑事訴追、民

事罰、脅迫又は嫌がらせに直面しない

ことを含む、ジャーナリストの安全及び

情報源の保護の確保 

> COVID-19パンデミックに関連した作業の

ために投獄されたジャーナリスト、人権擁

護者、活動家を不当にあるいは恣意的に

解放すること。 

> COVID-19パンデミックを、一般市民

の情報へのアクセスとメディアの自由

を不法に制限する口実として使用し

ないこと。 

> すべてのインターネットの閉鎖及びインターネ
ット上の情報へのアクセスの制限を解除し、

インターネットへのアクセスを妨害し、又は制

限することを自制し、かつ、特に脆弱な又は

周縁化された集団に対し無料のアクセスを提

供することを含め、インターネットへのアクセ

スを強化するための積極的な措置をとること。 

> 全ての個人、特にジャーナリストが

情報を確実に入手できるようにす

るための情報自由法の確実な実

施6 

• グローバル・シチズンシップ教育及び人権教

育を通じて、批判的思考、社会的・感情的ス

キル及び責任ある関与を奨励することによ

り、特にオンライン・プラットフォームを通じた

ものを含め、学校における教育及び訓練が、

COVID-19に関連するヘイトスピーチ、混乱

及び誤った情報に対処することを確保する。 

 

• COVID-19関連のヘイトスピーチの

対象者の権利が、以下を含めて、守

られることを確保する: 

> 差別、敵意または暴力を扇動する可能性の
ある差別的言論の申し立てが、国際人権法

に従って、独立して調査され、加害者が責任

を負うことを確保する。 

 

ソーシャルメディアへの対応 

TECH各社 
 

 

 
• COVID-19関連のヘイトスピーチを含め、

ヘイトスピーチに関する方針を確実にす

る: 

> 明確で、正確であり、かつ、利用

しやすく、透明で理解しやすい方

法で示されていること。 

> 国際人権法の基準に沿って開

発・適用されている 

> 社会的・政治的状況、発言者の地位と意

図、内容と程度の評価を含む 

 
 

5 https://www.ohchr.org/EN/NewsEvents/Pages/DisplayNews.aspx?NewsID=25729&LangID=E 

6 https://www.ohchr.org/EN/NewsEvents/Pages/DisplayNews.aspx?NewsID=25729&LangID=E 

7 https://en.unesco.org/themes/gced 
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利用者およびパブリック8に対する害の可能

性と同様に、配布の可能性も 

> 効果的なツールを開発するにあたり、

ヘイトスピーチとして特定されたコンテ

ンツに最も影響を受けるコミュニティを

巻き込む 

プラットフォームに起因する被害に対処する 

> 公益性が確認された情報としてのジャーナ

リズムを利用者が容易に利用できるように

するためのキュレーションに焦点を当てた

研究 

> 事実調査ネットワーク、独立系ジャー

ナリズム、メディア・情報リテラシーキ

ャンペーンへの財政支援の拡大 

> 自動化への過度の依存を避ける。

特に、ヒューマン・レビュー・プロセス

を拡大する必要があるコンテンツ・モ

デレーションの場合、9 

• COVID-19に関連するヘイトスピーチのプラット

フォームでの普及状況をモニターし、対応策が

利用者の人権にどのような影響を与えるかを

評価し、そのような情報を公に利用可能にす

る。 

 

• COVID-19に関連する憎悪の言動が、国際

人権法に基づく敵意、差別、暴力の扇動と

なる場合には、これを取り下げる。 

 

• COVID関連のヘイトスピーチに対する不利な

措置に関連して、適切な手続きの保証が満

たされていることを確保する。これには、その

ような措置がいつ取られたかを利用者に通

知し、異議申し立ての機会を提供することも

含まれる。 

• 関連する利害関係者(特に、世界保健機関、

保健・教育省・当局を含む国連、独立した事

実調査官、市民社会組織、影響を受けるグ

ループ)と協力し、以下を行う。 

COVID-19関連のヘイトスピーチ、誤った情

報、プラットフォームでの情報の逸脱(例え

ば)に対処し、これに対抗するためのアプロ

ーチとキャンペーンを開発し、促進する。 

教育、報告、研修として 

 
 

メディアへ 
 

 

 
• COVID-19に関連するヘイトスピーチ、誤った

情報、不情報、差別について、国家主体によ

るものであれ非国家主体によるものであれ、

積極的かつ専門的に報告する。 

 

• COVID-19のアウトブレイクの中で、差別

的報告に対処するために是正または回答

の権利が適用されることを確保するため

に、効果的な自主規制制度(国内報道苦

情処理団体およびオンブズマン、または

個々の報道機関の公開編集者など)を支

援する。 

 

• COVID-19に関する報告に際しては、COVID-19

のパンデミックについて正確かつ偏りなく報告す

ること、事実を確認すること、固定的な表現を避

けること、人種、民族、国籍、宗教などの要素を

不必要に参照しないことなど、倫理的・職業的

最高基準を遵守する。

 
 

8 A/HRC/22/17/Add.4; https://www.ohchr.org/EN/Issues/FreedomOpinion/Articles19-20/Pages/Index.aspx 

9 https://en.unesco.org/sites/default/files/disinfodemic_dissecting_responses_covid19_disinformation.pdf 
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シビルソサエティをはじめとするステークホルダーへ 

 

 
• 宗教的指導者、信仰の担い手、労働組合の

指導者、非政府組織の指導者、若者の指導

者、公的な人物、影響力のある人物を含む、

社会における影響力のある人物は、COVID-

19に関連する憎悪の言論、誤った情報、情

報の欠如、陰謀の理論に対して積極的に反

論し、そのような表現が対象とする人たちと

の連帯を表明し、差別や偏見を減らすのに

役立つメッセージを増幅すべきである。 

• 国際人権基準に沿って、市民社会組織は、以

下のイニシアティブに関して、関連する利害関

係者(政府、国連、地域機関、ソーシャルメディ

ア、テクノロジー企業、ジャーナリスト、学術機

関、専門家を含む)と協力すべきである。 

> COVID-19関連のヘイトスピーチの性

質、規模、影響、およびそのような表現

に対処するための立法措置と政策措

置の監視と報告 

> 最も影響を受けたコミュニティを

巻き込んだ対応(例:ソーシャルメ

ディアキャンペーン)の展開 

 

 

 

III. 結論 
 

 

COVID-19のパンデミックは、憎悪の言論の世界

的な広がりと利用に関する既存の懸念を増幅し

た。また、差別的言論の標的となる脆弱な集団を

新たに生み出した。差別的な言論に効果的に対

処し、国内及び国の双方で対抗することを確保す

る。 

 

世界的レベルは、短期的にはパンデミックへの

対応を改善するのに役立つだろう。また、同様

に 

インクルージョン、連帯、そして我々の共通の人

間性を促進することを通じて、我々の社会にお

けるこの現象の根本原因に取り組むことによっ

て、我々に「より良い復興」の機会を与える。 
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事  務  連  絡 

令和３年８月２３日 

 

各都道府県教育委員会担当事務主管課 

各指定都市教育委員会担当事務主管課 

各 都 道 府 県 私 立 学 校 事 務 主 管 課 

小中高等学校を設置する学校設置会社を 

所轄する構造改革特別区域法第 12条第１項 御中 

の認定を受けた各地方公共団体担当事務主管課 

各 国 公 私 立 大 学 

各 国 公 私 立 高 等 専 門 学 校 

放 送 大 学 学 園 

 

                    

文部科学省総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課 

文 部 科 学 省 初 等 中 等 教 育 局 児 童 生 徒 課 

文 部 科 学 省 高 等 教 育 局 高 等 教 育 企 画 課 

 

法務省作成ポスター、リーフレット「ヘイトスピーチ、許さない」の改訂について 

 

日頃より人権教育の推進について御尽力いただき、誠にありがとうございます。 

 本年６月に、「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する

法律」（平成２８年法律第６８号）の施行から５年を迎えたことを踏まえ、平成２９年１月に作

成された標記ポスター及びリーフレットが改訂されました。 

 ついては、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた教育活動に取り組んでいた

だくため、ポスター及びリーフレットを御活用いただけますと幸いです。 

 また、このことについて、都道府県教育委員会及び指定都市教育委員会にあっては所管の学校

及び域内の市区町村教育委員会に対して、都道府県にあっては所轄の私立学校に対して、附属学

校を置く各国立大学にあっては附属学校に対して、構造改革特別区域法第12条第１項の認定を受

けた地方公共団体にあっては認可した学校に対して、周知を図るようお願いします。 

 

 なお、本ポスターについては法務省ホームページにも掲載しておりますので、併せて

御活用ください。 

 

法務省ホームページ ヘイトスピーチに焦点を当てた啓発活動 

http://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken04_00108.html 

 

 
【本件連絡先】 

 総合教育政策局 

男女共同参画共生社会学習・安全課 

担当：野口、熊田 

                    ＴＥＬ：03-5253-4111（内 3276） 
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